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この文書は、首都圏整備法（昭和３１年法律第８３号）第３０条の

２の規定に基づき、首都圏整備計画の策定及び実施に関する状況につ

いて報告を行うものである。 
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【序章 トピックで見る首都圏この１年】 

首都圏において、平成16年度に起こった主要な出来事をトピックとして

取り上げ、首都圏整備が着実に進展している様子を写真入りで紹介。 

 

 

☆首都高速埼玉新都心線の開通 ＜平成16年５月26日＞ 

首都高速埼玉新都心線の与野～新都心間の約2.3kmが、平成16年５月26日に開通し、さ

いたま新都心と東京方面が直結することにより利便性が向上した。 

さいたま新都心における有効な土地利用を図り、良好な都市空間の実現に貢献するため、

埼玉県内における首都高速道路としては初のトンネル区間が設けられている。 
 
 

 
 
 
 
 
 

☆ 「丸の内オアゾ」オープン ＜平成16年９月14日＞ 

平成16年９月14日、東京駅丸の内北口

前に「丸の内オアゾ」がグランドオープ

ンした。「丸の内オアゾ」は、商業施設

・オフィス・ホテル等から成る複合施設

であり、商業ゾーンには国内最大級の書

店等を擁し、周辺のオフィスで働く人々

以外にも様々な人が訪れ賑わっている。 

 

資料：首都高速道路公団 

丸の内オアゾ 

開通式典 今回開通した区間 
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☆羽田空港第２ターミナルオープン ＜平成16年12月１日＞ 

平成16年12月１日に東京国際空港（羽田

空港）の第２ターミナルがオープンした。

これにより、ターミナルビルから直接航空

機に搭乗できる便数の割合が増加し、ター

ミナルビルと遠隔スポットの間のバス移動

を強いられる旅客の割合が大幅に減少され、

利用者の利便性が一段と向上されることと

なった。また、第２ターミナルのオープン

に合わせて、東京モノレールの羽田空港第

１ビル（旧羽田空港）－羽田空港第２ビル

間（0.9㎞）が延伸開業し、同時に実施されたダイヤ改正において、浜松町－羽田空港第

２ビル間が最短19分で結ばれるようになった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、 

・ 横浜ベイブリッジ一般部（国道357号）の開通（平成16年４月24日） 

・ 「首都大学東京」設置認可（平成16年９月） 

・ 台風第22号と第23号、首都圏に襲来（平成16年10月） 

・ 首都圏中央連絡自動車道（日の出IC～あきる野IC）の開通（平成17年３月21日） 

を紹介 

資料：国土交通省 

上空から見た第２ターミナル 

東京モノレール羽田空港第２ビル駅開業 

記念式典の様子 

資料：東京モノレール㈱ 
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名古屋圏及び関西圏を除いた地域を示す。 

資料：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）により国土交 

通省国土計画局作成 

図２ 市区町村別人口増減の変化の状況

（平成 13 年→16 年） 

（年）

 
第１節 首都圏住民の生活環境に対する意識の現状と今後の課題 
 
今後、我が国は、少子高齢化が進むとともに人口減少局面へと移行するが、

首都圏においては、東京圏を中心に現在増加しており、全体としてみても当面

は、人口増加が続くと予想される（図１～２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、首都圏は、企業活動の中心ある 

いは就業の場であり、人々が圏外から移

動してくるなど、他地域に比べても多様

な属性を持った人が多く居住している

（図３）。 

こうした状況の中で、首都圏の住民が

身近な生活環境について、どう感じ、ど

う考えているのか、また、今後の首都圏

をどのような社会としていくことを望ん

でいるのか等を分析するため、首都圏に

住む 20 歳以上の人を対象にアンケート

調査を行った。 

 

【第１章 首都圏整備をめぐる最近の動向】 
 首都圏の近年の動向の中で、特徴的な事柄や圏域整備に資す

る施策について記述。 
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図１ 首都圏と全国の将来人口の推移 

資料：「都道府県別将来推計人口（平成 14 年３月推計）」（国立社会

   保障・人口問題研究所）により国土交通省国土計画局作成 

資料：「住民基本台帳人口要覧」（総務省）により 

国土交通省国土計画局作成 

図３ 転入超過数の推移（圏域別） 

有効回答数：9,111 人 

調査期間 ：平成 17 年１月 24 日から２月４日
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１．首都圏住民の現在の生活環境に対する意識 
 
 現在の生活環境についての総合的な 

満足度については、「満足している」も

しくは「おおむね満足している」と回

答した人が 76.2％と、満足度は高い（図

４）。 

項目ごとの満足度は、「上下水道、ガ 

ス、電話（通信）の整備状況」（81.6％）

や「ごみ処理の円滑さ」（80.5％）、「自

然環境の保全・再生」（71.1％）、「教育・ 

文化施設の整備状況」（70.3％）、「医療・福祉施設の整備状況」（68.0％）など、

施設等の生活基盤整備に関する満足度は比較的高い。一方、「災害に対する安全

性の確保」（48.3％）や「治安の良さ」（50.2％）など、生命、身体及び財産の

危険に関連する項目の満足度は低い。これは、阪神・淡路大震災や新潟県中越

地震などの大地震の発生や、近年の犯罪の増加と関連していると考えられる。

（図５）。 
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図４ 生活環境を総合的にみた場合の満足度

図５ 現在の生活環境への満足度 

注１：単数回答 n=9,111。ただし、*は、n=5,779。 

注２：グラフの総和が 100%にならないものは、数値の四捨五入の関係による。 

資料：国土交通省国土計画局調べ 

注 ：単数回答 n=9,111。 

資料：国土交通省国土計画局調べ 
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負担が増加する

のであれば、整
備をしなくてよ

い

18.2%

整備の内容に
よっては負担が

増加してもよい

66.6%
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その他
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図６ より良い生活環境を実現するための 

費用負担に対する意識 

注 ：単数回答 n=9,111。 

資料：国土交通省国土計画局調べ 

 

２．整備のための費用負担に関する意識と望まれる将来の社会像 
 
より良い生活環境を実現するため

の費用負担については、条件付きを

含めて負担増を認める人は 71.2％で

ある。一方、負担増を認めない人は

18.2％である（図６）。 

負担が増加してでも整備に取り組

むべき重要性の高い生活環境につい

ては、「治安の良さへの安心感が持て

ること」が 66.2％と最も高く、次い

で、「医療・福祉施設が整っているこ

と」(49.5％)、「災害に対する安全性

に安心感が持てること」(46.3％)など、

生命、身体及び財産の危険に関連する

項目が上位を占めている（図７）。 
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コミュニティ（地域共同体）の人間的なつながりやまちづ
くり活動が活発であること

その他

図７ 費用負担が増加してでも取り組むべき生活環境項目 

注 ：複数回答 n=6,488。 

資料：国土交通省国土計画局調べ 

（％）
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将来（10～15 年後）の首都圏において、どのような社会づくりを優先すべき

かについては、「治安の良い社会」(65.4％)が著しく高い。次いで、「少子高齢

化に対応した社会」(32.6％)、「人やまちと自然が共存する社会」(31.5％)、「衣

食住の安全・安心に信頼のおける社会」(29.9％)、「利便性の高い日常生活がお

くれる社会」(28.1％)などとなっている（図８）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．居住者のニーズからみた今後の首都圏整備 
 

全般的に、社会資本や身

近な行政サービスに対する

首都圏住民の満足度は高く、

施策に投入された事業費や

事業実績ではなく、住民の

実感という観点でも相当程

度の評価が得られている。

一方で、現在、治安や防災

に対して不安を感じている

人の割合が高く、また、こ

れらの向上・改善への要望

も高い。内閣府が実施して

いる世論調査の結果をみて

も、社会資本の整備につい

てはおおむね満足度が上昇しているが、避難地（場所）や防災施設については

満足度が低下している（図９）。 
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図８ 優先して取り組むべき社会づくり 

注 ：最大３つまで回答 n=9,111。

資料：国土交通省国土計画局調べ 

注１：関東地方は、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川の１都６県を表す。

注２：(a)は、平成２年の場合、教育施設と社会教育施設の結果の平均を使用している。

      (b)は、平成２年の場合、「ごみの処理」についての満足度を表す。 

注３：それぞれの設問につき単数回答、 平成２年 n=1,095、平成 16 年 n=669。 

資料：「社会資本の整備に関する世論調査（平成２年２月、平成 16 年６月）」（内閣府）

により国土交通省国土計画局作成 

図９ 社会資本整備の満足度の割合の変化（関東地方） 

（％）
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今後、首都圏整備を進めていくに当たっては、今回の結果を十分に考慮して

人々のニーズに対応した施策に取り組んでいくことが求められる。 

 

防犯まちづくり（総合的な防犯環境づくり）の推進例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災対策の推進例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○建物部品の防犯性能の向上と普及促進（関係省庁と建物部品関連団体等による

官民合同） 

⇒ドアや錠、窓、シャッターなどの建物部品について、一定基準に合格したも

のを「防犯性能の高い建物部品」として公表（平成 17 年４月現在で 16 種類、

2,521 品目） 

○玄関扉のピッキング対策や窓等への侵入予防の対策等を講じた住宅の普及促進

（東京都、埼玉県） 

⇒住宅金融公庫と連携して、住宅の新築に対して特別の融資枠を加算 

首都圏コラム：防犯・防災への自主的な取組 

 
 

 

 エイドステーション*設置訓練 

 資料：東京災害ボランティアネットワーク 

  ＊：徒歩帰宅者のため、休憩所、トイレ、

    救護所を兼ねるもの 

○首都直下の地震像を明確化（中央防災会議） 

⇒首都直下地震による総合的な被害想定を取りまとめ（平成 17 年２月） 

○住宅や建築物の防災構造化（国土交通省） 

⇒「住宅・建築物の地震防災推進会議」を開催し、耐震化の目標設定や目標達

成のための施策の方向、地震保険の活用方策などを検討 

○広域的な防災体制の確立（埼玉、千葉、東京、神奈川の１都３県及びさいたま、

千葉、横浜、川崎の４つの政令指定都市） 

⇒地震等災害発生時の応急対策及び円滑な復旧対策を実現することを目的と

し、相互に救援協力する協定を締結 

防犯対策や防災対策には、行政機関と地域住民や事業

所、ボランティア団体などが連携して取組を進めること

も重要である。首都直下地震が発生した場合には、多数

の帰宅困難者が発生すると見込まれていることから、こ

のような事態に備えて、「東京災害ボランティアネット

ワーク」では、毎年、地域住民や事業所、行政機関、ボ

ランティア団体などと協働で徒歩帰宅訓練を実施して

いる。平成 16 年度は、徒歩経路を東京駅丸の内中央口

から千葉県市川市まで（約 18ｋｍ）と設定し、約 500

人が訓練に参加した。 
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第２節 首都圏における近年の特徴的な居住動向 
 
１．都心部等における超高層マンション居住の状況   
 
（１）超高層マンションの供給動向 
 平成２年から平成15年における首都圏１都３県の超高層マンションの供給戸

数推移及びマンション供給全体に占めるシェアをみると、最近４、５年間で、

急速に供給戸数及びシェアが増加している。特に、既成市街地における供給が

急増している（図１）。また、既成市街地における超高層マンション供給の分布

については、江東区、港区、中央区及び横浜市の臨海部で多くなっている（図

２）。このように、近年急激な供給増加をみせる超高層マンションについて、既

成市街地の超高層マンション居住者へのアンケートにより、居住実態の把握を

行った。 

（２）超高層マンションの居住者像 

超高層マンション居住者の家族構成は、

夫婦及び中学生以下の子供がいる家族の

割合が高い（図３）。 

超高層マンション居住者の当該マンシ

ョン入居前の居住地をみると、既成市街

地内での居住地移動の割合が７～８割程

度と大部分を占める。残りの２～３割は

既成市街地の外からの移動である（図４）。 

図１ １都３県における超高層マンションの   図２ 既成市街地における超高層マンション 

   供給戸数推移及び供給全体に占める       供給分布図（H２～H15 の販売総戸数） 

      シェア（H２～H15 の各年の販売総戸数）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                         注：一部既成市街地を含む市区については、全域 

                                     を既成市街地として表示している。 

※：東京都区部、武蔵野市全域及び三鷹市、横浜市、川崎市、

川口市の一部を除いた区域 
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図３ 超高層マンション居住者の家族構成 
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（３）超高層マンションへの永住意向 

一般に超高層マンションは眺望、日照条件が良く、都心部に立地しているた

め交通の利便性が高いなど良好な居住環境を備えていると考えられるものの、

現在居住している超高層マンションに「永住したい」と希望する居住者は全体

で５割以下となっている。また、永住意向が特に高いと考えられる高齢者の居

住者についても、60～69 歳で約 67％、70 歳以上で約 77％となっている（図５）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 世帯主年齢別超高層マンションへの永住意向 

図４ 現在の居住地域別、世帯主年齢別にみた超高層マンション入居前の居住地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                         

※：居住地の区域分け 

都心：千代田区、中央区、港区 

城西：新宿区、中野区、杉並区 

城南：渋谷区、目黒区、世田谷区、品川区、大田区 

城東：台東区、墨田区、江東区、荒川区、足立区、葛飾区、江戸川区 

城北：文京区、豊島区、北区、板橋区、練馬区 

横浜市中心３区：神奈川区、中区、西区 

その他横浜市：上記３区以外の市域 
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（４）超高層マンション居住者の住み替え理由 

 住み替える場合の理由としては、「居住性が良好でない」、「周辺の環境が良好

でない」等が挙げられている。また、高齢になるほど「災害時に不安」である

とする割合は高い（図６）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）住み替える場合の希望居住地域 
住み替えるとした場合の希望

居住地域については、現在居住す

る地域やその周辺地域を約 30％

が希望しているのをはじめ、都心

部付近で居住したいとする割合

が約 65％となっている。 

一方で、郊外部や、自然の豊か

な田園・山間地域での居住を約

20％が希望している（図７）。 

 
 
 
以上から、超高層マンションについては、居住性や周辺環境等について課題

があり、現在の超高層マンションに対する永住意向は必ずしも高くなく、郊外

部や自然の豊かな田園・山間地域での居住を希望する居住者も少なからず存在

するものの、都心部等の中での居住地移動を２/３が望んでおり、都心部への居

住ニーズは今後とも高いものと考えられる。 
 

図７ 超高層マンション居住者の住み替え時に希望

する地域 

図６ 世帯主年齢別にみた超高層マンション居住者の 

住み替える場合の理由（複数回答） 
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２．郊外部の人口減少地区における居住の状況  
 
（１）近郊整備地帯における近年の人口動向及び調査対象地区の概要 
 近郊整備地帯においては、近年人口の伸びが鈍化しており、既に、約 35％の

市区町村で人口が減少している（図８）。今後とも人口減少地区の拡大が予想さ

れることから、首都圏近郊の 13 市、34 地区の人口・世帯数が既に減少している

地区の居住者を対象にアンケートを行い、人口減少地区の課題等について分析

する（図９）。 

 
（２）調査対象地区の世帯主年齢構成 
 調査対象地区の世帯主の年齢構成を

みると、55 歳以上が約 66％、34 歳以

下が約 10％となっており、高齢側に偏

った構成となっている（図 10）。 
 
 
 
 
（３）現在の居住地域への永住意向 
 現在の住まい及び現在住んでいる地域やその周辺への永住意向をみると、人口

減少地域であるにもかかわらず、現在の住まいに永住したいとする割合は全体

で約 43％、さらに、現在住んでいる地域やその周辺への永住意向を含めると、

約 62％となっている。年齢階層別にみても、24 歳以下を除き全ての年齢層で、

図 10 調査対象地区の居住者の世帯主年齢構成 

図８ 近郊整備地帯における人口増減  図９ 郊外住宅地アンケート調査対象地区の概要 

   率別市区町村数の割合（H13→H16） 
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50％以上が現在の居住地域やその周辺での永住を望んでいる（図 11）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）住み替える場合の希望居住地域 
 現在の居住地域への永住意向を

持たない居住者の住み替える場合

の希望居住地域については、東京 23

区や横浜市、川崎市、さいたま市、

千葉市の大都市部への住み替えの

希望が３割程度である一方で、現在

と同じ市内、同市以外の郊外部及び

自然の豊かな地域への希望を合わ

せると６割近くを占めており、郊外

部や自然の豊かな地域へのニーズ

が高い（図 12）。 

 
 郊外部の人口・世帯数減少地区においては、都心部への住み替え希望が特段

多いわけではなく、現在住んでいる地域を含めた郊外部や自然の豊かな地域へ

の住み替え希望も多い。人口・世帯数減少を良好な居住環境への転換の資源と

して捉え、人口減少の進む郊外を持続可能な住宅地として形成していくことが

求められる。 
 
 以上より、都心部については、高い居住ニーズに応えるため、マンション自

体の居住環境の向上及び生活面に配慮した周辺の住環境の整備等を進めていく

ことが必要である。一方、今後人口・世帯数の減少が想定される郊外住宅地に

ついては、人口減少による「ゆとり」を活用して、居住環境の「質の向上」を

行い、高度化する郊外居住ニーズに応えられる魅力を持った地域へと転換を図

る必要がある。これにより、良好な環境を備えた「都心居住」や「郊外居住」

をニーズに応じて選択できる、豊かな都市圏の実現が望まれる。 

図 11 調査対象地区の居住者の永住意向 
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図 12 住み替える場合に希望する住居地域 
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第３節 首都圏における国際化の状況 

 
１．首都圏における外国人の居住状況 

 

（１）全国及び首都圏における外国人の動向 

 

（外国人登録者数の経年変化） 

外国人登録者数は、一貫して増加傾向にあり、平成 15 年には全国で 190 万

人を超えている。その内首都圏に居住する外国人の割合も上昇してきており、

同年には４割以上になっている。 

その内訳を見ると、平成 15 年は、「非永住者」の数が全国で約 117 万人、首

都圏で約 58 万人になり、それぞれ外国人登録者数全体の６～７割程度を占め

ている。また「永住者」の数は、平成 15 年に全国で約 27 万人、首都圏で約 13

万人に達し、それぞれ 10 年前の約５倍になっており、増加が著しい。  

 

（２）首都圏の市区町村毎の外国人居住の動向 

 

（首都圏における外国人居住者の変遷） 

 昭和 60 年と平成 12 年の国勢調査における、首都圏の市区町村毎の総人口に

対する外国人居住者の割合変化(図１)を見てみると、昭和 60 年時点では、5.0% 

 

 

 

図１ 首都圏における市区町村毎の総人口に対する外国人居住者の割合変化 

資料：国勢調査（総務省）により国土交通省国土計画局作成  

昭和60年 平成12年 
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川辺・海辺のきれいさ
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以上の地域は横浜市中区(5.0％)のみであるのに対し、平成 12 年には、5.0%以

上の地域は、横浜市中区(8.9％)、東京都港区(5.5％)及び新宿区(5.7%)、群馬

県大泉町(11.9%)の４区町になり、都心部とその周辺に限らず、首都圏全域で

外国人居住が進んでいる。 

 

２．外国人居住を取り巻く環境 

 

平成 13 年度首都圏整備に関する年次報告において紹介した、世界主要都市

（ニューヨーク、ロンドン、パリ、ソウル、香港、シンガポール）に居住経験

があり現在首都圏に居住している外国人を対象に行ったアンケート結果（図

２）によると、日本に居住する外国人は、近隣住民との付き合い、住宅の探し

やすさ、住宅の住みやすさ等について非常に悪いもしくはやや悪いと感じてお

り、相対的に不満が多い。 

また、平成 16 年 11 月から国土交通政策研究所が行った、都内で働く外国人

へのインタビューによると、日本に居住する外国人は、近所付き合いや各種の

情報を求めているが、十分ではないと感じている傾向がみられる。また、言葉、

文化、習慣の相違や偏見に悩まされている人も多い。 

図２ 外国人からみた首都圏の魅力アンケート結果

0     10     20     30     40      50     60      70        80       90      100（％） 

注 ：複数回答。n=514。 

資料：平成 13 年度首都圏整備に関する年次報告（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成 
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一方、受け入れる側の日本人が考えている、外国人が日本に居住することに

伴う苦労・不満のイメージについて、「物価が高い」、「言葉」、「日本人からの

差別・偏見」

などは、日本

人、外国人と

もに困難なも

のとして共通

した認識とな

っているもの

の、「近所付き

合い」、「災害

時・緊急時の

対応」、「日本

人とのトラブ

ル」等コミュ

ニケーション

に起因する問

題に関する項

目については、

日本人の方により強く意識されており（図３）、日本人の側も外国人居住者と

のコミュニケーションの必要性を強く感じている。 

 

３．外国人と日本人の共生にむけた取組事例の紹介 

 

（自治会での外国人の活躍） 

横浜市泉区上飯田地区の県営住宅い

ちょう団地の自治会では、外国人は単

に参加するのみならず、役員等として

も活躍している。 

団地ではそのような外国人役員の発

案・尽力により、５ヶ国語放送の防災

訓練が行われるようになり、好評を博

している。また、地域活動として行っ

ている小学校と連携したイベントは、

子供とその親が地域にふれるよい機会

となっており、日本人と外国人が家族全体でより良好な関係を築いている。 

資料：いちょう団地自治会 

図４ いちょう団地住民の国籍比率 

 図３ 外国人が抱える悩みと日本人がイメージする外国人の悩みの比較

注 ：複数回答。外国人 n=1,049、日本人 n=915。 

資料：新宿区における外国籍住民との共生に関する調査（財団法人新宿文化・国際交流財

団）により国土交通省国土計画局作成 
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（外国人が参画する交流事例） 

武蔵野市国際交流協会では、外国人

に、日本人へ自国の文化等を教える場

所や機会を提供し、外国人による社会

貢献を支援している。参加者の中には、

教室内での交流にとどまらず、活動を

通じて知り合った人と地域で継続的

に交流する人々も増えてきている。 

これらのプログラムは日本人が外

国の文化等を学べることから市民の

興味・関心の喚起に大きく貢献し、そ

れによって協会が行っている国際交

流活動の輪を広げている。 

 

（防災について） 

 大使館や外資系企業が多く、外国人住民が多い東京都港区の東京消防庁麻布

消防署では、消防署に外国人学校の子供や母親が訪問した時の消火訓練、在日

大使館や在日外国人向け放送局への広報に加え、防災訓練への外国人の参加を

促す英語のチラシの配布、外国関連施設でのイベント開催時におけるＰＲコー

ナーの設置及び出張防災訓練などを行っている。このような地域での防災訓練

は、家族で参加が可能であるほか、日本人とのコミュニケーションを図ること

もでき、防災知識の習得のみの場以上に、非常時への備えとしての効果が高い。 

 

首都圏が多様な人材に対して活躍の場を提供することは、首都圏が世界の中

枢として我が国の活力創出に貢献することにもつながる。そのためには、日本

人と外国人居住者双方が安心して、快適に住める環境を整備していくことが不

可欠と考えられる。 

日本人と外国人の共生に向けて取り組むべき課題は生活、教育、社会保障等

多岐にわたり、様々な取組が進められているが、普段の生活における近隣住民

の理解と協力が不可欠である。今後の首都圏整備においては、外国人居住者が

能力を十分に発揮できる環境整備と、そのための地域コミュニティ育成に配慮

することが重要と考えられる。 

外国語会話交流教室の様子 

資料：武蔵野市国際交流協会 
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【第２章 首都圏の現況】 
産業、居住、環境、社会資本整備など各分野における首都圏の現況

について記述。 

図２ 第１次産業を除く各業種の従業者数(民営)の伸び率

（平成８年→平成 13 年）  
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資料：（株）生駒データサービスシステム資料により国土交通省国

土計画局作成 

 

 

１．業務・産業機能の状況 
（１）最近のオフィスの需給動向 

平成16年末の空室率は6.0％と、平

成15年末の6.9％と比べると空室率

は低下した。これは、賃料の下落傾

向が続く中で、企業が移転を検討し

やすい状況にあったことや、景気の

改善がみられたこと等によると考え

られる。また、一定の規模や設備を

有する優良ビルの空室率についても、

賃料下落の影響もあり、「新・近・大」

と呼ばれる物件へ移転のしやすい状

況となり、平成15年末の6.4%から平

成16年末には3.6%と大きく改善して

いる（図１）。 
 
（２）首都圏における産業の成長 
東京と東京以外の地域とで

産業の成長を比較した場合、各

産業の従業者数の伸び率（平成

８年から 13 年）は、｢ソフトウ

ェア業｣や｢電子計算機･同附属

装置製造業｣等のＩＴ関連産業

等の業種が東京で大きくなっ

ている。このような特徴は、近

年のＩＴ化の進展とそれに関

連する産業が東京で優位性を

持つことを示していると考え

られる（図２）。 
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図３ 基準駅から半径 1km 圏内の事業所数とその伸

び率～山手線沿線～ 

 

（３）ソフト系ＩＴ産業の集積要因 

東京都山手線周辺における

ソフト系ＩＴ産業の事業所数

（主要なターミナル駅から半径

１km 圏内にある事業所）の平

成15年10月から平成16年９月

の伸び率は、東高西低の傾向と

なっている。 
この背景には、汐留、秋葉原、

丸の内等で再開発や大型ビルの

建設など立地環境の整備が進ん

だことから、これらの地域に企

業が進出し、それにともなって

これらの企業と取引をするソフ

ト系ＩＴ産業の事業所が立地し

たことが要因として考えられる

（図３）。 
 

 
 
 

２．個人主体の多様な活動の展開 

（１）まちづくりをめぐる高齢者等支援 
 平成12年11月に施行された交

通バリアフリー法では、高齢者、

身体障害者等の移動の利便性及

び安全性の向上を図ることを目

的に、同法に基づいて市区町村が

基本構想を作成し、これに則して

バリアフリー化のための事業を

実施することとされている。平成

16 年 12 月末時点で、首都圏の

9.1％の市区町村が基本構想を作

成しており、首都圏外よりも基本

構想の作成が進んでいる（図４）。 

 図４ 交通バリアフリーに基づく基本構想作成状況 
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南鎌倉地区での防犯パトロール活動 

資料：南鎌倉自治会 

（２）首都圏における地域コミュニティ 
首都圏などの大都市圏では、

近所付き合いが希薄化し、町内

会や自治会といった地域コミュ

ニティの機能が低下していると

言われているが、地域の安全・

安心の確保に地域コミュニティ

が主体的に取り組む事例もみら

れる。 
 神奈川県鎌倉市の南鎌倉地区

では、近隣地区で犯罪が多発す

るなど治安の悪化に対する危機

感から、地域住民による防犯パ

トロール活動が行われている。活動開始以降、地区内での刑法犯認知件数が減

少するなど、有効に機能しており、活動の成果が地域の安全の確保につながっ

ている。 
活動を通じて住民の防犯意識が向上し、子供からお年寄りまで幅広い年齢層

の住民が参加することで、世代を超えた住民同士の交流がみられるなど、地域

コミュニティの形成にも寄与している。 

 

 

３．河川環境の保全・形成 

トンネルから湧き出る地

下水は、通常はそのまま下

水道に放流されているが、

近年、都市河川において流

域の湧水の減少・枯渇等に

より水量が減少しているこ

とから、一定の水質基準を

満たすこと等を条件に、環

境用水として活用する取組

が進められている（図５）。 

平成 16 年９月より、東京都、港区、渋谷区、東京地下鉄（株）（東京メトロ）

は、東京メトロ日比谷線の恵比寿駅付近に漏出している地下水を、環境用水と

して、渋谷川・古川へ放流を開始している。 

 

図５ 地下鉄トンネル内地下水の河川への導水のイメージ 

資料：東京都 
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４．安全な暮らしの実現 

（１）首都直下地震対策 

中央防災会議に設置された首都直下地震対策専門調査会において、平成 17 年

２月に、首都直下地震に係る被害について、地震のタイプが東京湾北部地震

（M7.3）の場合、全壊又は焼失棟数約 85 万棟、死者約 11,000 人になるという

被害想定が発表された（図６）。中央防災会議首都直下地震対策専門調査会では、

今回の被害想定を基に、人的・物的被害軽減対策、経済被害軽減対策等につい

て引き続き検討しており、本年夏頃を目途に報告をとりまとめる予定である。

その後、全体的な対策のマスタープランとしての大綱が策定される予定である。 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（２）首都圏における基幹的広域防災拠点 

大規模かつ広域的な災害が発生した際の現地対策本部機能を確保するため、

都市再生プロジェクト第一次決定（平成 13 年６月）において、「水上輸送等と

連携した基幹的広域防災拠点を東京湾臨海部に整備する」こととされた。これ

を受け、二カ所の基幹的防災拠点整備（図７）が進められている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 被害結果の分布（東京湾北部地震（M7.3）） 
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図７ 基幹的広域防災拠点（完成予想図） 

資料：首都直下地震対策専門調査会(第 15 回)資料  資料：首都直下地震対策専門調査会(第 15 回)資料  

資料：国土交通省 
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（３）密集市街地の整備改善 

 密集市街地では、地震時に家屋の倒壊や大火等の発生、さらには消火・避難・

救助活動の遅れ等により重大な被害が生じる危険性が極めて高いため、早急な

整備改善が課題となっている。首都圏には全国における重点密集市街地１）の約

46％が存在し、特に東京に集中している（図８）。 

 東京都においては、平成 16 年３月に「防災都市づくり推進計画」を策定し、

平成 27 年までに、重点整備地域２）における不燃領域率を 45～70％とすることを

目指して整備を進めている（図９）。 

 

 

 

（４）分譲マンションの供給動向 
 分譲マンションの平均住戸面積

と平均販売価格の関係をみると、販

売価格を下げながら住戸面積が拡

大する傾向が続いていたが、近年そ

の傾向が変化してきている。   
平成15年から平成16年にかけて

は、10km 圏については、販売価格が

上昇し、住戸面積が拡大してきてい

るのに対し、20、30km 圏については、

販売価格が下落し、住戸面積が縮小

している。また、40km 圏以遠につい

ては、販売価格が上昇し、住戸面積

が縮小している（図 10）。 

図８ 首都圏における重点密集市街地の状況  図９ 防災都市づくり推進計画図 
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１）重点密集市街地：地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地。 
２）重点整備地域：基盤整備事業などを重点化して展開し早期に防災性の向上を図ることにより、波及  

効果が期待できる地域。 

図 10 分譲マンション平均価格・面積の推移 
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５．交通及び情報通信体系の整備 

(１)道路交通における情報通信技術の活用 

 ETC（ノンストップ自動料金支払

いシステム）は、多様で弾力的な料

金設定による交通誘導が可能となる

等の効果があり、その普及促進を図

ることが重要である。平成 17 年３月

には、全国の料金所における ETC 利

用率が 32.7％となり、一日の利用台

数は 200 万台を超えている（平成 17

年３月４日から３月 10 日の平均）。 

 ETC の普及に伴い、本線料金所にお

ける渋滞緩和の効果が発揮されてお

り、首都高速道路の本線料金所では、

平成 16 年 11 月の平均渋滞量が２年前の約 30％まで減少した（図 11）。 
 
(２)幹線道路の整備による交通渋滞の緩和 

 交通渋滞の緩和を図り、良好

な生活空間を創造するため、首

都圏三環状道路の整備をはじ

めとした幹線道路の整備が進

められている。 
 例えば横浜では、横浜ベイブ

リッジ下層の一般部（国道 357

号）及び本牧・大黒両ふ頭内に

おける臨港道路の整備が進め

られ、平成 16 年４月 24 日に開

通した。 

 開通後（平成17年１月26日）

に行った調査によれば、横浜ベ

イブリッジ一般部の交通量は

約 16,600 台/日。そのうち約

8,700 台が大型車であり、全交

通量に占める大型車は約 50%に

も達している（図 12）。 

資料：国土交通省 

図 11  首都高速道路本線料金所（18 箇所）に 

おける ETC 利用率と渋滞量の推移 

123.4

65.2

33.4

4.8

28.1

14.5

0

20

40

60

80

100

120

140

H14.11 H15.11 H16.11

平
均
渋
滞
量
合
計

0

10

20

30

40

E
T
C
利
用
率

渋滞量 ETC利用率

(km・h/日) (％)

注 ：渋滞量とは、例えば 1km・h/日は、１日当

たり1kmの渋滞が１時間続くことをいう。 

図 12 一般部の開通による交通流の変化 
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 このことにより、横浜市街地・臨海

部における交通の流れが変わり、横浜

港周辺市街地部においては大型車の

交通量が最大で約２割減少、特にコン

テナ車等は最大で８割減少した。また、

朝の通勤時間帯での平均速度が約１

～２割上昇、排出ガス量が約７％減少

するなど、交通・生活環境の改善がみ

られている。 
 
(３)情報通信技術の活用による安全・安心の確保 

都市型犯罪や自然災害に対する不安の増大から、都市生活における安全・安

心の確保が課題となっており、その対応のためには、情報通信技術の活用が重

要である。 

例えば茨城県つくば市では、突然の災害から住民を守るため、情報通信技術

を活用した防災システムを構築している。これは、災害時にリアルタイムの被

災状況を消防本部が確認することができる「GIS 防災監視カメラシステム」、市

民や関係者などが速やかに情報閲覧を行えるように災害現場から映像情報等を

Web ページへ自動配信する「防災 Web システム」、電子メールにより市民等へ災

害情報を通知する「災害通知メールシステム」からなっており、住民がインタ

ーネットで災害状況を確認したり、電子メールで避難命令を受け取ることがで

きるなど、避難活動や災害復旧活動等への迅速な対応に貢献するものである。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、人口世帯数の状況、海域環境の保全・再生、廃棄物の適正処理の推

進、魅力ある居住環境の整備の状況等を記述。 

開通した横浜ベイブリッジ一般部（下層）

資料：国土交通省 

防災 Web システム

 

GIS 防災監視 Web カメラシステム

 

災害通知メール
システム 

 

 

 

 

 

 



 

24 

 

 

 
 

１． 業務核都市の整備 
現在、11 地域の基本構想が作成されているほか、青梅市、川越市、春日部市・越谷

市、柏市については、現在関係都県等において基本構想作成に向けて準備が行われて

いる。平成 16 年度においては、川崎業務核都市の川崎シンフォニーホール等の中核的

施設が完成した。 

 

２． 国の行政機関移転の推進 
平成16年度においては、新たに２機関（独立行政法人国立国語研究所等）の移転が完

了し、これまでに移転対象の76機関11部隊等（廃止等により現在は68機関11部隊等）の

うち、さいたま新都心地区への集団的移転（9省庁17機関、約6,300人、平成12年５月完

了）をはじめとする61機関11部隊等の移転が完了した。残る移転対象機関についても、

平成14年６月に申し合わされた移転計画にしたがって移転が円滑に実施されるよう、そ

の着実な推進を図っている。 

 
３． 筑波研究学園都市の整備 
平成16年度においては、国等の試験研究・教育機関の施設整備事業について独立行

政法人農業・生物系特定産業技術研究機構動物衛生高度研究施設、国立大学法人筑波大

学産学リエゾン共同センター等が完成するとともに、公共施設・公益的施設については、

つくばエクスプレスつくば駅、首都圏中央連絡自動車道及び国道６号牛久土浦バイパス

等の整備が進められた。 

 
４． 大深度地下の適正かつ合理的な利用の推進 
平成16年度においては、「大深度地下の公共的使用におけるバリアフリー化の推進・

アメニティーの向上に関する指針」の検討を進めるとともに、地下施設の埋設情報等を

収集し、一元化する大深度地下情報システムについて、東京都23区内の整備をおおむね

完了させた。 

 
５． 国会等の移転に関する検討 
現在、国会に設置された「国会等の移転に関する政党間両院協議会」において移転に

ついての検討が進められている。平成16年12月には「座長とりまとめ」がまとめられ、

今後、同協議会において、分散移転や防災、とりわけ危機管理機能（いわゆるバックア

ップ機能）の中枢の優先移転などについての考え方を深めるための調査、検討を行うこ

ととされている。 

 

このほか、首都圏整備計画の推進、政策区域等に基づく諸施策の推進等について記述。 

【第３章 首都圏整備の推進】 
首都圏整備に資する国土交通省の各種施策や平成16年度の事業実施状

況について記述。 


